
      

 

当社は、一般社団法人投資信託協会(以下、「協会」という。) の定款の施行に関する規則

第 10 条第 1 項第 17 号イの規定に基づき、別紙様式第 21 号の「正会員の財務状況等に

関する届出書(以下、「協会報告書面」という。)」を協会に提出し、当社の HP に当該協会

報告書面を掲載するとともに、協会 HP に当社の当該掲載箇所ヘの直接のリンク先を登録

しております。 

当社が、関東財務局長に提出した特定有価証券の有価証券報告書及び半期報告書は、

EDINET にて閲覧が可能です。 

なお、協会報告書面中の監査報告書／中間監査報告書は、監査報告書／中間監査報告書の

原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



      

別紙様式第21号 
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一般社団法人 投 資 信 託協 会 

会 長     松谷 博司 殿 

 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 

代表取締役社長      大関 洋 

                

 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 
 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関す

る規則第 10 条第１項第 17 号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１.委託会社等の概況 

 
（１）資本金の額 

 2022 年 11 月末現在の委託会社の資本金は、100 億円です。 

 委託会社が発行する株式の総数は 13万 1,560 株で、うち発行済株式総数は 10万 8,448 株で

す。 

 最近 5年間における資本金の増減はありません。 

 
（２）委託会社等の機構 

① 会社の意思決定機構 

 委託会社は最低 3名で構成される取締役会により運営されます。取締役は委託会社の株主で

あることを要しません。取締役は株主総会の決議により選任され、その任期は就任後 1年以内

の最終の決算期に関する定時株主総会終結のときまでとします。ただし、任期満了前に退任し

た取締役の補欠として選任された取締役の任期は、退任者の残存期間とします。 

 取締役会は、取締役の中から代表取締役を選任するとともに、取締役社長1名を選任します。

また、取締役会は、取締役会長 1名、取締役副社長、専務取締役および常務取締役各若干名を

選任することができます。 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として取締役社長が招集し、その議

長を務めます。 

取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数が出席し、その出

席取締役の過半数をもって決議します。 

② 投資運用の意思決定機構 

 ファンドの個々の取引の運用指図は、運用基本方針、運用内規および月次運用方針に基づき、

委託会社のファンドマネジャーが行います。 

 ファンド毎の運用基本方針、具体的な運用ルールである運用内規および月次運用方針につい

ては、運用部門中心に構成される協議機関において市場動向・ファンダメンタルズ等の投資環

境分析を踏まえ協議され、運用担当部（室）の部（室）長が決定します。 

 ファンドマネジャーは、運用基本方針、運用内規および月次運用方針に基づき、具体的な銘

柄選択を行い、組入有価証券等の売買の指図を行います。 

  



      

２.事業の内容及び営業の概況 
 

 「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資

信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運

用業）を行っています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。 

 2022 年 11 月末現在、委託会社が運用するファンドの本数および純資産総額合計額は以下の通り

です（ファンド数、純資産総額合計額とも親投資信託を除きます）。 

種類 ファンド数（本） 
純資産総額合計額 

（単位：億円） 

追加型株式投資信託 417 71,983 

 

613 追加型公社債投資信託 0 0 

単位型株式投資信託 148 24,722 

単位型公社債投資信託 0 0 

合計 565 96,705 

○ 純資産総額合計額の金額については、億円未満の端数を切り捨てして記載しておりますの

で、表中の個々の金額の合計と合計欄の金額とは一致しないことがあります。 

 

  



      

３.委託会社等の経理状況 
 

１．財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

 

(1) 委託会社であるニッセイアセットマネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表

等規則」という。）第2条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号）に基づき作成しております。 

財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）第38条及び第57条の規定により、中間財務諸

表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づき作成しております。 

中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

２．監査証明について 

 

当社は、金融商品取引法第 193 条の 2第 1項の規定に基づき第 27 期事業年度（自 2021 年 4 月 1

日 至 2022 年 3 月 31 日）の財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる監査を受けており

ます。 

また、第 28 期事業年度に係る中間会計期間（自 2022 年 4 月 1 日 至 2022 年 9月 30 日）の中間

財務諸表については、金融商品取引法第 193 条の 2第 1項の規定に基づき、有限責任監査法人トー

マツによる中間監査を受けております。 

 



      

中間財務諸表 

（1）中間貸借対照表 

（単位：千円） 

  
第 28 期中間会計期間末 

（2022 年 9 月 30 日現在） 

資産の部    

 流動資産    

現金・預金   31,922,736 

有価証券   4,999,607 

前払費用   696,927 

未収委託者報酬   6,102,711 

未収運用受託報酬   4,547,678 

未収投資助言報酬   301,446 

その他   13,613 

流動資産合計   48,584,722 

固定資産    

有形固定資産  ※1 250,910 

無形固定資産   2,748,851 

投資その他の資産    

投資有価証券   29,022,996 

関係会社株式   66,222 

長期前払費用   14,976 

差入保証金   371,537 

繰延税金資産   1,550,185 

その他   10,037 

投資その他の資産合計   31,035,955 

固定資産合計   34,035,717 

資産合計   82,620,440 

 

  



      

負債の部    

流動負債    

     預り金               54,545 

   未払収益分配金   8,607 

   未払手数料   2,259,195 

未払運用委託報酬   1,309,778 

未払投資助言報酬   839,490 

その他未払金   2,191,391 

未払費用   176,836 

未払法人税等   596,860 

未払消費税等  ※2 331,280 

前受投資助言報酬   42,288 

賞与引当金   591,419 

その他    106,326 

流動負債合計   8,508,020 

 固定負債    

退職給付引当金   2,480,768 

役員退職慰労引当金   18,550 

固定負債合計   2,499,318 

負債合計   11,007,339 

純資産の部    

株主資本    

 資本金   10,000,000 

 資本剰余金    

資本準備金   8,281,840 

資本剰余金合計   8,281,840 

利益剰余金    

利益準備金   139,807 

その他利益剰余金    

配当準備積立金   120,000 

研究開発積立金   70,000 

別途積立金   350,000 

繰越利益剰余金   53,328,702 

利益剰余金合計   54,008,509 

株主資本合計   72,290,349 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金   △ 332,677 

繰延ヘッジ損益   △ 344,570 

評価・換算差額等合計   △ 677,248 

純資産合計   71,613,100 

負債・純資産合計   82,620,440 

 



      

(2)中間損益計算書 

（単位：千円） 

 
第 28 期中間会計期間 

（自 2022 年 4 月 1日 至 2022 年 9 月 30 日） 

営業収益    

委託者報酬   14,131,708 

運用受託報酬   9,006,031 

投資助言報酬   601,508 

その他営業収益   1,755 

営業収益計   23,741,004 

営業費用   10,519,635 

一般管理費 ※1 5,778,920 

営業利益   7,442,448 

営業外収益 ※2 367,562 

営業外費用 ※3 1,953 

経常利益   7,808,057 

特別利益 ※4 43,744 

特別損失 ※5 35,137 

税引前中間純利益   7,816,664 

法人税、住民税及び事業税   2,145,754 

法人税等調整額   199,594 

法人税等合計   2,345,349 

中間純利益   5,471,315 

 



      

(3)中間株主資本等変動計算書 

第 28期中間会計期間(自 2022 年 4月１日 至 2022 年 9月 30 日) 
   (単位：千円)  

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本 

合計 

資本準備金 資本剰余金

合計 

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計 
 配当準備 

積立金 

研究開発 

積立金 

別途積立金 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 10,000,000 8,281,840 8,281,840 139,807 120,000 70,000 350,000 56,866,270 57,546,077 75,827,917 

当中間期変動額           

剰余金の配当 - - - - - - - △9,008,883 △9,008,883 △9,008,883 

中間純利益 - - - - - - - 5,471,315 5,471,315 5,471,315 

株主資本以外の項目

の当中間期変動額 

（純額） 

- - - - - - - - - - 

当中間期変動額合計 - - - - - - - △3,537,568 △3,537,568 △3,537,568 

当中間期末残高 10,000,000 8,281,840 8,281,840 139,807 120,000 70,000 350,000 53,328,702 54,008,509 72,290,349 

  

評価・換算差額等 純資産 

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

繰延ヘッ

ジ損益 

評価・換算

差額等合計  

当期首残高 348,871 △192,067 156,803 75,984,720 

当中間期変動額     

剰余金の配当 - - - △9,008,883 

中間純利益 - - - 5,471,315 

株主資本以外の項目

の当中間期変動額 

（純額） 

△681,548 △152,502 △834,051 △834,051 

当中間期変動額合計 △681,548 △152,502 △834,051 △4,371,620 

当中間期末残高 △332,677 △344,570 △677,248 71,613,100 

 



      

注記事項 

 

（重要な会計方針） 

項目 

第28期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 

   至 2022年9月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

①満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）によっております。 

 ②その他有価証券 

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。 

 ③関係会社株式 

  移動平均法に基づく原価法によっております。 

２．デリバティブ取引等の評

価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

３．固定資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

  定率法（ただし、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備

については定額法）によっております。なお、主な耐用年数

は、建物附属設備3～18年、車両6年、器具備品2～20年であり

ます。 

 ②無形固定資産 

  定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法に

よっております。 

４．引当金の計上基準 ①賞与引当金 

  従業員への賞与の支給に充てるため、当中間会計期間末在籍

者に対する支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計

上しております。 

②退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上しております。年俸制適用

者の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当該事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における年俸制適用者の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

  年俸制非適用者は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る中間期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。なお、受

入出向者については、退職給付負担金を出向元に支払ってい

るため、退職給付引当金は計上しておりません。 

③役員退職慰労引当金 

  役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を計上しております。 



      

５．収益及び費用の計上基準 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業にお

ける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時

点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

①投資信託委託業務 

投資信託委託業務においては、投資信託契約に基づき信託財

産の運用指図等を行っております。 

当該契約については、運用期間にわたり履行義務が充足され

るため、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識しております。 

②投資運用業務 

投資運用業務においては、投資一任契約に基づき、顧客資産

を一任して運用指図等を行っております。 

当該契約については、運用期間にわたり履行義務が充足され

るため、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識しています。 

③投資助言業務 

投資助言業務においては、投資助言契約に基づき、運用に関

する投資判断の助言等を行っております。 

当該契約については、契約期間にわたり履行義務が充足され

るため、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識しています。 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

７．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の通り

であります。 

  ヘッジ手段・・・為替予約 

  ヘッジ対象・・・自己資金を投資している投資有価証券 

③ヘッジ方針 

  ヘッジ指定については、ヘッジ取引日、ヘッジ対象とリスク

の種類、ヘッジ手段、ヘッジ割合、ヘッジを意図する期間を、

原則として個々取引毎に行います。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジの有効性の判定については、リスク管理方針に基づき、

主にヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析

によっております。 

８．グループ通算制度の適用 当社は日本生命保険相互会社を通算親会社とするグループ通

算制度を適用しており、当制度を前提とした会計処理を行ってお

ります。 

 

  



      

（会計方針の変更） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021 年 6 月 17 日。以

下「時価算定基準適用指針」という。）を当中間会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指

針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計基準を

将来にわたって適用することとしております。なお、中間財務諸表に与える影響はありません。 

 

（追加情報） 

当社は、当中間会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴

い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適

用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日。以下

「実務対応報告第 42 号」という。）に従っております。また、実務対応報告第 42 号第 32 項(1)に基

づき、実務対応報告第 42 号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。 

 

（中間貸借対照表関係） 

第28期中間会計期間末 

（2022年9月30日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額              860,224千円 

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動負債の「未払消費税等」として表

示しております。 

 

（中間損益計算書関係） 

第28期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 

   至 2022年9月30日） 

※１．減価償却の実施額 

 有形固定資産 30,875千円  

 無形固定資産 282,557千円  

※２．営業外収益のうち主要なもの 

 受取配当金 182,529千円  

 為替差益 179,198千円  

※３．営業外費用のうち主要なもの  

 控除対象外消費税 1,685千円  

※４．特別利益のうち主要なもの  

 投資有価証券売却益 43,213千円  

※５．特別損失のうち主要なもの  

 投資有価証券売却損 34,624千円  

 

  



      

（中間株主資本等変動計算書関係） 

第28期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 

   至 2022年9月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 
  

  当事業年度期首 

株式数（千株） 

当中間会計期間増加 

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 
 

 発行済株式      

 普通株式 108 － － 108  

 合計 108 － － 108  

 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 
  

 
(決議) 株式の種類 

配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

 

 2022年6月30日 

定時株主総会 
普通株式 9,008,883 83,071 

 

2022年3月31日 

 

 

2022年6月30日 

 

 

       

 



      

（金融商品関係） 

第 28期中間会計期間末（2022 年 9月 30 日現在） 

１．金融商品の時価等に関する事項 

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。 

なお、市場価格のない株式等（注 1）は次表に含まれておりません。また、短期間で決済されるため

時価が簿価に近似する金融商品は、注記を省略しております。 

 

                     （単位：千円） 

 
中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

①有価証券    

満期保有目的の債券 4,999,607 5,000,670 1,062 

その他有価証券 － － － 

②投資有価証券    

満期保有目的の債券 10,489,858 10,470,611 △19,247 

その他有価証券 18,533,138 18,533,138 － 

③デリバティブ取引 

(※) 
   

ヘッジ会計が適用され

ていないもの 
－ － － 

ヘッジ会計が適用され

ているもの 
△92,614 △92,614 － 

    (※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については△で示しております。 

 

（注１）市場価格のない株式等 

     関係会社株式（中間貸借対照表計上額 66,222 千円）は、市場価格のない株式等と認めら

れるため、上表に記載しておりません。 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した

時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

  



      

（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品 

 第28期中間会計期間末（2022年9月30日現在） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券 － 18,533,138 － 18,533,138 

デリバティブ取引（※）     

為替予約 － △92,614 － △92,614 

合計 － 18,440,523 － 18,440,523 

 

(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については△で示しております。 

 

（２）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

 第28期中間会計期間末（2022年9月30日現在） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

 国債・地方債等 － 15,471,281 － 15,471,281 

合計 － 15,471,281 － 15,471,281 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明 

有価証券及び投資有価証券 

  地方債は相場価格を用いて評価しております。当社が保有している地方債は、市場での取引頻

度が低く、活発な市場における相場価格と認められないため、その時価をレベル２の時価に分類

しております。 

  市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者

からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル２

の時価に分類しております。 

   

デリバティブ取引 

   為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

  



      

（有価証券関係） 

第 28期中間会計期間末（2022 年 9月 30 日現在） 

 

１．満期保有目的の債券 

 種類 
中間貸借対照表 

計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

時価が中間貸借
対照表計上額を
超えるもの 

(1)国債・地方債等 5,299,607 5,300,720 1,112 

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 5,299,607 5,300,720 1,112 

時価が中間貸借
対照表計上額を
超えないもの 

(1)国債・地方債等 10,189,858 10,170,561 △19,297 

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 10,189,858 10,170,561 △19,297 

合計 15,489,466 15,471,281 △18,185 

 

２．その他有価証券 

 種類 
取得原価または 

償却原価 
（千円） 

中間貸借対照表 
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

中間貸借対照表
計上額が取得原
価または償却原
価を超えるもの 

(1)株式 － － － 

(2)債券 － － － 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他（注） 6,807,000 7,311,616 504,616 

小計 6,807,000 7,311,616 504,616 

中間貸借対照表
計上額が取得原
価または償却原
価を超えないも
の 

(1)株式 － － － 

(2)債券 － － － 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他（注） 12,322,000 11,221,521 △1,100,478 

小計 12,322,000 11,221,521 △1,100,478 

合計 19,129,000 18,533,138 △595,861 



      

（注）投資信託受益証券等であります。 

 

（デリバティブ取引関係） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

第 28期中間会計期間末（2022 年 9月 30 日現在） 

該当事項はありません。 

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

（１）通貨関連 

第 28期中間会計期間末（2022 年 9月 30 日現在） 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主なヘッジ 
対象 

契約額等 
 （千円） 

 契約額等の 
うち1年超  
（千円） 

時価 
（千円） 

原則的 
処理方法 

為替予約取引 
米ドル売建 

投資有価証券 1,245,366 － △92,614 

合計 1,245,366 － △92,614 

（注１）時価の算定方法 先物為替相場に基づき算定しております。 

 

（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりであります。 

 

区分 

第28期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 

 至 2022年9月30日） 

営業収益    

投資信託委託業務 14,131,708千円 

投資運用業務 9,006,031千円 

投資助言業務 601,508千円 

その他 1,755千円 

計 23,741,004千円 

 

（セグメント情報等） 

[セグメント情報] 

第 28 期中間会計期間（自 2022 年 4月 1日 至 2022 年 9 月 30 日） 

当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

[関連情報] 

第 28 期中間会計期間（自 2022 年 4月 1日 至 2022 年 9 月 30 日） 

１．サービスごとの情報 

当社のサービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、サービ

スごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

（１）営業収益 

当社は、本邦の外部顧客に対する営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の 90％を

超えるため、記載を省略しております。 

 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

  



      

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）           

顧客の名称または氏名 営業収益 

日本生命保険相互会社 3,172,123 

 

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報] 

第 28 期中間会計期間（自 2022 年 4月 1日 至 2022 年 9 月 30 日） 

  該当事項はありません。 

 

[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報] 

第 28 期中間会計期間（自 2022 年 4月 1日 至 2022 年 9 月 30 日） 

  該当事項はありません。 

 

[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報] 

第 28 期中間会計期間（自 2022 年 4月 1日 至 2022 年 9 月 30 日） 

  該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

 

第 28 期中間会計期間 

（自 2022年4月１日 

至 2022年9月30日） 

1株当たり純資産額 660,345円05銭 

1株当たり中間純利益金額 50,451円05銭 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

   ２．１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

中間純利益金額 5,471,315千円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る中間純利益金額 5,471,315千円 

期中平均株式数 108千株 

 

（重要な後発事象） 

第 28期中間会計期間（自 2022 年 4月 1日 至 2022 年 9 月 30 日） 

 該当事項はありません。 

 

公開日   2022年12月15日 

作成基準日 2022年11月30日 

 

   本店所在地 東京都千代田区丸の内 1-6-6 

お問い合わせ先 人事総務部 経営管理室 

  



※ １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社  

（ニッセイアセットマネジメント株式会社）が別途保管しております。 

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。 

    

 

独立監査人の中間監査報告書 
 

2022 年 11 月 30 日 

 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

有限責任監査法人ト ー マ ツ 

東 京 事 務 所 

指定有限責任社員 
     

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 樋 口 誠 之 

 
 

指定有限責任社員 
     

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 大 竹  新 

 
 

 

中間監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の 2第 1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理状況」に掲げられているニッセイアセットマネジメント株式会社の 2022 年 4 月 1 日から 2023

年 3月 31 日までの第 28期事業年度の中間会計期間（2022 年 4月 1日から 2022 年 9月 30 日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要

な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、ニッセイアセットマネジメント株式会社の 2022 年 9月 30 日現在の財政状態

及び同日をもって終了する中間会計期間（2022 年 4 月 1日から 2022 年 9月 30 日まで）の経営成績に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

中間監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立して

おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。 



※ １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社  

（ニッセイアセットマネジメント株式会社）が別途保管しております。 

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。 

    

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。 

 

中間財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の

表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中

間監査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示

は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意

思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人

の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。な

お、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。 

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財

務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付

意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。 

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示している

かどうかを評価する。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

 



※ １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社  

（ニッセイアセットマネジメント株式会社）が別途保管しております。 

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。 

    

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上 

 


